
第３回 世田谷区旅館業及び
住宅宿泊事業に関する協議会

令和８年８月１９日（水）１５時～１７時

北沢タウンホール３階

集会室（ミーティングルーム）
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次 第

１ 世田谷保健所長あいさつ

２ 出席委員の紹介

３ 世田谷区からの報告

（１）第２回協議会の振り返りなど

（２）旅館業法施行条例改正（素案）

（３）住宅宿泊事業の適正な運営に関する条例改正（素案）

（４）区民意見募集（案）
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次 第

４ 議題

（１）旅館業法施行条例改正（素案）に対する意見交換

（２）住宅宿泊事業の適正な運営に関する条例改正（素案）

に対する意見交換

（３）その他

５ 次回予定

令和８年１１月５日（木）１８時から

北沢タウンホールミーティングルーム

（世田谷区北沢二丁目８番１８号 ３階）
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世田谷保健所長

世田谷保健所副所長

世田谷保健所生活保健課長

世田谷総合支所地域振興課長

政策経営部政策企画課長　

生活文化政策部文化・国際課長

経済産業部商業課長

経済産業部経済課長

環境政策部清掃・リサイクル推進課長

子ども・若者部保育課長

教育政策・生涯学習部教育総務課長

都市整備政策部建築審査課長

防災街づくり担当部建築安全課長

23 　　能勢　文彦

24 　　池田　あゆみ

20 　　計良　亨

21 　　北川　俊彦

22 　　山本　久美子

17 　　大谷　周平

18 　　齊藤　真徳

19 　　阿部　貴之

14 　　中塩屋　大樹

15 　　小野　貴博

16 　　小泉　輝嘉

13 　　桐山　徳幸　

12 　　向山　晴子

テーブル
№

所属・役職名 氏名

資料 １・２
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第３回協議会
座席表

1 五木田・三浦法律事務所　弁護士 　　三浦　雅生

　　岸　知穂

テーブル
№

所属・役職名 氏名

2 立教大学観光学部観光学科　准教授 　　西川　亮

3 国立保健医療科学院　建築・施設管理研究部 上席主任研究官 　　阪東　美智子

4 世田谷区商店街振興組合連合会　副理事長 　　飯島　祥夫

5 世田谷区町会総連合会　監事 　　鮎川　清則

6 公益社団法人全日本不動産協会東京本部世田谷支部　副支部長 　　三上　正彦

7 全国民泊同業組合連合会　副代表理事 　　柿澤　徹

8 警視庁北沢警察署　生活安全課長　警部

9 東京消防庁世田谷消防署　予防課長 　　田中　大祐

10 世田谷区立二子玉川小学校　校長 　　森田　賢

11 学校法人昭和女子大学学園本部業務部　部長 　　比嘉　秀之

協議会委員（順不同、敬称略） 事務局（順不同、敬称略）
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第２回協議会 追加意見

資料 ３



第２回協議会 追加意見

（柿澤委員）追加意見 （1/3）

第2回協議会に参加し、私は、条例改正の内容そのものに加えて、事業者・地域・行政をつなぐ「連絡会」の

ような組織をつくり、関係者が協力しながら定期的・定性的な観測と改善を積み重ねていく仕組みが必要だ
と強く感じました。

「観光立国」と言われて久しい一方で、日本ではこれまで、海外からの移住者や観光客が自分たちの生活圏
の中にいるという日常を、社会全体として経験してきませんでした。その経験に先立って制定された住宅宿
泊事業法や旅館業法には、制定当時にはまったく想定されていなかった実務上の課題や混乱が数多く残さ
れています。さらに、制度の運用が、省庁・自治体・業界団体といった互いに独立した組織ごとの慣行や既存
の制度設計に縛られているため、地域住民や事業者の現場の声が届きにくく、問題が起きてから改善に至
るまでのスピードも遅いように思われます。

協議会で商店街や町内会、学校関係者など地域の方々の声を直接うかがい、この状況を変えるためには、
条例に適合するための「チェックリスト」や監査機関を新設するだけでは根本的な解決には至らないのでは
ないか、との思いをいっそう強くいたしました。
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第２回協議会 追加意見

（柿澤委員）追加意見 （２/3）

地域の持続可能な成長と、住民・事業者双方の暮らしを支えるためには、旅館業・住宅宿泊事業の宿泊事
業者、行政、町内会、商店街、学校関係者などが、公平な立場で対話できる場が必要です。そこでは、苦情対
応などネガティブな問題の解決にとどまらず、防犯活動や地域イベントへの参加、商店街との連携(旅行者
が何度も帰ってきたくなる街を目指した継続的なプロモーション)といった、これまでになかったポジティブ
な取り組みも生み出せるはずです。こうした仕組みづくりを、ぜひご検討いただきたく存じます。

その際には、これまでの枠組み内での特定の属性の事業者に向けられた既存の事業者団体に委任するの
でなく、まず区が主体となって中立的な立場から、既存団体が拾いきれない個人・小規模事業者にも直接呼
びかけていただきたいと希望します。地域関係者・関係部署と実際の現場をつなぎ、それぞれの課題と可能
な連携の形を把握しながら、本当に有用な仕組みづくりに取り組んでいただきたいと感じています。そのた
めに、たとえば、先日開催された世田谷保健所の宿泊事業者講習会を活用する、あるいは同様の形式で事
業者向けの連絡会を別途開催するといった方法が取れないか、ご検討いただけないでしょうか。

連絡会で扱う内容には、たとえば次のようなものが考えられます。
・苦情・トラブルの発生状況の共有
・宿泊業に関わる制度変更や、守るべきルールの周知 8



第２回協議会 追加意見

（柿澤委員）追加意見 （３/3）

・地域関係者からの要望の伝達や、商店街クーポンなどの配布
・世田谷区内の施設や地域イベントの告知
・優良運営者や清掃事業者によるセミナー
・消防検査、害虫駆除、ごみ収集業者などへの申し込み
・アンケートなどによる実態把握

年に1〜2回程度の参加で、宿泊事業の適切な運営に役立つ情報が得られ、必要な手続もまとめて進めら
れるのであれば、真面目に宿泊業に取り組む事業者の、参加への動機は大きく高まります。さらに、連絡会
への参加や、実際に完了した手続・取り組みの記録が、健全な運営に取り組んでいることを評価する際の材
料の一つになれば、継続的な参加にもつながると考えられます。

世田谷区は、住宅地と商店街、学校が隣り合う暮らしのすぐそばに旅行者を迎える、いわば「生活と観光が
出会う最前線」の街です。だからこそ、規制によって問題を抑え込むだけでなく、住民・事業者・行政が同じ
テーブルで対話し、地域の力へと変えていく仕組みをこの街でつくることができれば、それは同じ課題に直
面する全国の自治体にとっての先例になるはずです。私自身も一事業者として、連絡会の立ち上げや運営
に協力を惜しまない所存です。本意見が、条例改正の議論とあわせて、住民と宿泊事業がともに誇れる世田
谷をつくる一助となれば幸いです。 9
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世田谷区旅館業法施行条例改正（素案）
新旧対照表

資料 ４
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世田谷区住宅宿泊事業の
適正な運営に関する条例改正（素案）

新旧対照表

資料 ５
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旅館業法及び住宅宿泊事業法関係
主な条例改正ポイント

資料 ６
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各法に共通の主な条例改正ポイント
～周辺住民等への事前周知～

施設ごとに、申請または届出しようとする１４日前までに、事前周知を行います。

●周知内容
（１）事業者の氏名、住所 (法人：名称、代表者氏名、所在地)
（２）施設の名称、所在地
（３）この施設での開始日
（４）客室数、定員、事業の内容ほか
（５）問い合せ部署名又は担当者名、所在地、電話番号
※住宅宿泊管理業務を委託する場合
管理業者の名称または氏名、連絡先

（６）廃棄物の処理方法
（７）管理上必要な事項
（８）火災等の緊急事態が生じた場合の対応方法
（９）周辺住民からの意見受付期間
（10）施設の周辺地図
（11）事前周知の問合せ先

●周知方法
「周辺住民へ書面により通知」
「施設予定地の見やすい場所に掲示」

●周辺住民から求めがあった場合
・説明会を開催
●施設がある所在地の町会等の求めがあった場合
・町会等の関係者への説明会開催

●申請または届出時
・実施内容を提出
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各法に共通の主な条例改正ポイント
～周辺住民等への事前周知～

施設ごとに、申請または届出しようとする１４日前までに、事前周知を行います。

●周知範囲
① 施設の敷地境界線から概ね10メートルの範囲内の建築物
② 施設を構成する建築物の所有者又は使用者
③ 宿泊者が公道に至るために私道を通行する必要がある場合、その私道沿いの建築物

① 施設の敷地境界線から概
ね10ｍの範囲内の建築物

施設

上階

下階

② 共同住宅などの周辺住民
の範囲

施設

私道

公
道

③ 宿泊者が公道に至るために私道を通
行する必要がある場合、
その私道沿いの建築物
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各法に共通の主な条例改正ポイント
～ 緊急時の駆けつけ体制 ～

宿泊者や周辺地域の住民等からの苦情や緊急時の問合わせ（以下「苦情等」という。）に対応するため、
事業者が必要な体制を整備します。

【旅館業】
●体制を整備する施設
「玄関帳場を設けない施設」
「営業中に従事者が常駐しない施設」

●適切かつ迅速に対応する
●苦情等に応じて、現地での対応に努める
●緊急時に対応できる体制
・緊急を要する状況に対し、その求めに応じて対応
・緊急時に１０分以内で職員等が駆けつける

【住宅宿泊事業】
●適切かつ迅速に対応する
●苦情等に応じて、現地での対応に努める
●現場において対応する必要がある場合
・苦情の発生時から10分以内に現場において対応
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各法に共通の主な条例改正ポイント
～ 標識の掲示 ～

旅館業施設や住宅宿泊事業施設であることを周辺住民と宿泊者が容易に確認できるようにするととも
に、苦情等への迅速な対応体制を確保するため、標識を掲示します。

【旅館業】
●掲示場所
・公衆の見やすい場所
●標識内容
①名称
すべての施設

②緊急連絡先
「玄関帳場を設けない施設」

「営業中に従事者が常駐しない施設」

【住宅宿泊事業】
●掲示場所
・公衆の見やすい場所
●標識内容
・法施行規則で規定
A：家主居住型
届出番号、届出年月日

B：家主不在型（管理業者への委託不要）
届出番号、届出年月日、事業者の緊急連絡先

C：家主不在型（管理業者への委託必要）
届出番号、届出年月日、
管理業者の名称・登録番号・緊急連絡先

・条例で規定
法施行規則の規定に加え、共同住宅など一戸建て
以外の住宅は緊急連絡先
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各法に共通の主な条例改正ポイント
～ 廃棄物の適正な処理 ～

宿泊者の出す廃棄物（ごみ）による施設周辺地域における生活環境への悪影響を防止するため、施設か
ら発生する廃棄物（ごみ）については、事業者（営業者）の責任において適正に処理します。

●周辺住民等への事前周知
●申請または届出の際に、廃棄物の適正処理に係る内容を保健所へ報告
●宿泊者への周知
・事業者は適正処理に必要な事項を宿泊者に周知する
●適正な処理
・事業者は事業により発生した廃棄物を自らの責任で適正に処理する
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旅館業法関係の主な条例改正ポイント
～ 宿泊者へ地域ルールや注意事項の説明 ～

旅館業の施設の営業者は、施設の周辺環境の悪化を防ぐために、地域ルールや注意事項を宿泊者へ説明
します。

●説明内容
・騒音の防止のために配慮すべき事項
・廃棄物（ごみ）の処理に関し配慮すべき事項
・火災の防止のために配慮すべき事項
・その他、施設の周辺地域の生活環境への悪影響の防止に関し必要な事項
●説明方法
・宿泊者に応じた言語を用いて行う
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旅館業法関係の主な条例改正ポイント
～ 玄関帳場若しくは同等の設備 ～

玄関帳場若しくは同等の設備を設け、宿泊者の本人確認、苦情対応及び緊急時対応等に必要な機能を確
実に確保します。

【玄関帳場】
●設備
・宿泊者の利用しやすい位置
・宿泊者と直接面接する事務に適した広さ
・玄関から容易に見える宿泊者が通過する場所
●宿泊者の確認方法
・対面
●適切な鍵の受け渡し
・対面

【同等の設備】
●設備
・宿泊者の確認を適切に行うための設備

●宿泊者の確認方法
・顔及び旅券が画像により鮮明に確認
・対話できる
・画像が施設近傍から発信されていることを確認
できる
・ビデオカメラ等により宿泊者の本人確認や出入り
状況の確認を常時鮮明な画像により実施
●適切な鍵の受け渡し
・宿泊者に暗証番号等を伝え、自ら解錠させる場合
には、宿泊者毎に番号等を変更することができる体
制の整備
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【サウナその他の入浴設備】
●サウナ室を設ける場合
・出入口が緊急時の開閉に支障をきたさない構造
・室内を容易に見通すことがてきる窓の設置
・緊急時の迅速な対応ができる設備を室内に設置
●入浴設備（サウナ含む）
・浴室、浴場内部を外から見通せない構造

【その他構造設備】
●客室
・客室と他の客室、廊下等との境界は、壁その他これ
に類する物を用いて区画
・ベッドを置かない客室は、寝具を収納するための押
し入れその他保管室の収納設備を設ける
・宿泊者が就寝に使用する部分の面積は、宿泊者１人
当たり３．３平方メートル以上
・睡眠、休憩等のための部屋は、採光が十分に得られ
る広さの窓を有すること
・階層式寝台を設ける場合は、２層とし、階層式寝台の
上段と下段の間隔は、おおむね１メートル以上

旅館業法関係の主な条例改正ポイント
～ 構造設備の基準 ～

サウナその他宿泊者の安全確保上特に配慮を要する設備について、事故の未然防止及び宿泊者の安全
確保します。また、その他構造設備についても整備します。
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【制限解除の要件】
●家主居住型
●周辺住民等への事前周知
●周辺住民の理解を得ている
…

住宅宿泊事業法関係主な条例改正ポイント
～ 住居専用地域での平日事業の制限 ～
住居専用地域について、土日祝日としている事業可能日を家主居住型などの条件に適合した場合のみ、
年間１８０日までの平日の事業も可能とします。

【制限解除の取り消しなど】
●家主居住型が不在型になるとき
●制限解除の要件を満たさなくなったとき
●法第４条で定める欠格事項に該当することとなったとき
●偽りその他不正の手段で制限解除を受けたとき
…
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区民意見募集（案）

資料 ７
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世田谷区旅館業法施行条例（改正素案）と

世田谷区住宅宿泊事業の適正な運営に関する条例（改正素案）

改正の背景

平成30年（2018年）6月、住宅宿泊事業法と改正旅館業法施行令が施行され、共同住宅の一室や戸
建て住宅等で の旅館業・住宅宿泊事業が可能になり、区内においても旅館業・住宅宿泊事業数が増加し
ました。これに伴い、ご みの廃棄、騒音等の相談・苦情件数が急増し、その対応にあたってきました。
また、旅館業と住宅宿泊事業には共通する課題が多いことから、区では本年度より「世田谷区旅館業及
び住宅宿泊事業に関する協議会」を開催し、旅館業法および住宅宿泊事業法に関する課題を整理し、「世
田谷区旅館業法施行条例（改正素案）」と「世田谷区住宅宿泊事業の適正な運営に関する条例（改正素
案）」を取りまとめました。

主な改正目的

区民の安全・安心の確保および静穏な住環境を維持していくため、事業者が適正な運営を行い、また地
域との共生を促進します。
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世田谷区旅館業法施行条例（改正素案）と

世田谷区住宅宿泊事業の適正な運営に関する条例（改正素案）

主な改正内容

各条例（改正素案）に共通する内容
●名称、緊急連絡先等を記した標識の掲示
【旅館業】
施設に関する情報が分かりやすく表示されることで、不特定多数の出入りに対する周辺住民の不安の軽減

が図られるとともに、騒音やごみ出し等の問題が発生した際の円滑な連絡及び対応につながります。

【住宅宿泊事業】
共同住宅等であっても届出住宅であることや連絡先が分かりやすくなることで、周辺住民の不安解消につ

ながるとともに、苦情やトラブル発生時の迅速な対応が可能になります。

●周辺住民等への事前周知
事業開始前に周辺住民への十分な周知が行われることで、住宅宿泊事業に対する理解の促進、不安の軽減

及びトラブルの未然防止が図られ、周辺地域の安全・安心な住環境の維持につながります。
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世田谷区旅館業法施行条例（改正素案）と

世田谷区住宅宿泊事業の適正な運営に関する条例（改正素案）

主な改正内容

各条例（改正素案）に共通する内容
●廃棄物の適正な処理
廃棄物の適正な処理が徹底されることで、家庭ごみとの混在に対する周辺住民の懸念の軽減、ごみの散乱
防止及び生活環境の保全が図られ、住宅宿泊事業の適正な運営の確保につながります。

●緊急時の駆けつけ要件
緊急時やトラブル発生時の初動対応の迅速化が図られます。また、宿泊者の安全確保や周辺住民の安心感
の向上につながるとともに、施設管理責任の明確化や適正な運営の確保につながります。
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世田谷区旅館業法施行条例（改正素案）と

世田谷区住宅宿泊事業の適正な運営に関する条例（改正素案）

主な改正内容

世田谷区旅館業法施行条例（改正素案）
●宿泊者へ地域ルールや注意事項の説明
宿泊者のルール理解が促進され、ごみ出しや騒音等に関する近隣トラブルの未然防止につながります。
また、周辺住民の生活環境の保全や安心感の向上が図られるとともに、地域と調和した適正な施設運営の
促進につながります。

世田谷区住宅宿泊事業の適正な運営に関する条例（改正素案）
●住居専用地域について平日の事業の制限（家主居住型等で条件に合った場合のみ平日の事業を可能とする）
住居専用地域で適正な管理運営を行う事業者に対して、土日祝日としている事業可能日を家主居住型等の
条件に適合した場合のみ平日の事業を可能（年間１８０日まで）とすることで、適正な取組を促進するとともに、
良好に管理されていない施設との差別化が図られます。
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宿泊事業の地域資源活用

資料 ８



宿泊事業の地域資源活用
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③観光・国際交流

①地域との共生

④災害対策

②地域経済
●町会等との連携
・町会等加入 ・地域清掃参加
・防災訓練参加

●地域情報の発信
宿泊者へごみ出しルール、防災情報、
地域イベントを案内。

●長期滞在
受験生、研究者、医療利用者家族
の受け入れ。

●商店街との連携
宿泊者へ「せたがやガイドブック」の紹介など、
区内の名所や商店街、各種店舗情報の提供。

●地域情報の発信
宿泊者へごみ出しルール、防災情報、
地域イベントを案内。

●一時避難先
地震や水害で自宅に住めなくなった方を受け
入れ。
対象：要配慮者、ペット同行避難者など。

●帰宅困難者支援
帰宅困難者の一時受け入れ。

●ボランティア等の宿泊
被災時に全国から来るボランティア等の宿泊先。

●観光
宿泊者へ「せたがやガイドブック」の紹介など、
区内の名所や商店街、各種店舗情報の提供。

●観光を通じた国際交流
外国人宿泊者と地域住民との交流機会。


